
公立大学法人神戸市看護大学職員の初任給調整手当の支給に関する細則の一部を改正す

る細則をここに公布する。 

令和６年３月29日 

公立大学法人神戸市看護大学理事長 北 徹 

公立大学法人神戸市看護大学細則第14号 

公立大学法人神戸市看護大学職員の初任給調整手当の支給に関する細則（平成31年４

月１日細則第28号）の一部を改正する細則 

（改正前） （改正後） 

（支給する職）  

第２条 規程第17条第１項第１号に規定す

る細則で定めるものの職は，次の各号の

いずれかの職とする。 

第２条 規程第17条第１項第１号に規定す

る細則で定めるものの職は，次の各号の

いずれかの職とする。 

(１) 略  

(２) 略  

２ 規程第17条第１項第２号に規定する細

則で定めるものは，規程第３条第１項第

３号イに規定する医療職給料表 (２)の適

用を受ける職員のうち保健師，助産師，

看護師，准看護師又は保健師若しくは看

護師の見習業務に従事する者の職務の級

が１級，２級及び３級の職とする。 

２ 規程第17条第１項第２号に規定する細

則で定めるものは，規程第３条第１項第

３号イに規定する医療職給料表 (２)の適

用を受ける職員のうち保健師，助産師，

看護師，准看護師又は保健師若しくは看

護師の見習業務に従事する者の職務の級

が１級，２級及び３級の職とする。 

（職員の範囲）  

第３条 規程第17条第１項第１号の規定に

より手当を支給される職員は，前条第１

項に規定する職に採用された職員であっ

て，その採用が，学校教育法（昭和 22年

法律第26号）に規定する大学（以下「大

学」という。）の卒業の日から 37年（医

師法（昭和23年法律第201号）に定める臨

床研修（第６条において「臨床研修」と

いう。）を経た者にあっては， 39年）を

経過するまでの期間（以下「経過期間」

という。）内に行われたものとする。 

第３条 規程第17条第１項第１号の規定に

より手当を支給される職員は，前条第１

項に規定する職に採用された職員であっ

て，その採用が，学校教育法（昭和 22年

法律第26号）に規定する大学（以下「大

学」という。）の卒業の日から 37年（医

師法（昭和23年法律第201号）に定める臨

床研修（第６条において「臨床研修」と

いう。）を経た者にあっては， 39年）を

経過するまでの期間（以下「経過期間」

という。）内に行われたものとする。 

２ 規程第17条第１項第２号の規定により

手当を支給される職員は，前条第２項の

職に採用された職員又は理事長がこれに

準ずると認める者とする。 

２ 規程第17条第１項第２号の規定により

手当を支給される職員は，前条第２項の

職に採用された職員又は理事長がこれに

準ずると認める者とする。 

第４条 規程第17条第２項の規定により手

当を支給される職員は，次の各号に掲げ

る職員とする。 

第４条 規程第17条第２項の規定により手

当を支給される職員は，前条に規定する

経過期間内に新たに第２条に規定する職

を占めることとなった職員とする。 

(１) 経過期間内に新たに第２条第１項

に規定する職を占めることとなった職

員 

(１) 経過期間内に新たに第２条第１項

に規定する職を占めることとなった職

員 

(２) 新たに第２条第２項に規定する職

を占めることとなった職員 

(２) 新たに第２条第２項に規定する職

を占めることとなった職員 

第５条 前２条の規定にかかわらず，初任 第５条 前２条の規定にかかわらず，初任



（改正前） （改正後） 

給調整手当を支給されていた期間が通算

して35年（第３条第２項及び前条第２号

に規定する職員にあっては，21年）に達

している職員には，初任給調整手当を支

給しない。 

給調整手当を支給されていた期間が通算

して35年（第３条第２項及び前条第２号

に規定する職員にあっては， 21年）に達

している職員には，初任給調整手当を支

給しない。 

（支給期間及び支給額）  

第６条 第３条第１項及び第４条第１号に

規定する職員に支給する初任給調整手当

の期間は35年とし，その月額は採用の日

又は第４条第１号に規定する職員となっ

た日の属する月の翌月（これらの日が月

の初日であるときは，それらの日が属す

る月）以後の期間の区分に応じた別表第

１に掲げる額（育児短時間職員（規程第

６条に規定する育児短時間職員をいう。

以下同じ。）にあっては，その額に公立

大学法人神戸市看護大学職員の勤務時

間，休日，休暇等に関する規程（平成 31

年４月規程第 54号。以下「勤務時間等規

程」という。）第５条第２項第２号の規

定により定められたその者の勤務時間

（以下「当該育児短時間勤務職員の勤務

時間」という。）を勤務時間等規程第５

条第１項に規定する勤務時間（以下「正

規の勤務時間」という。）で除して得た

数を乗じて得た額とし，その額に１円未

満の端数があるときはその端数を切り捨

てた額）とする。 

第６条 第３条第１項及び第４条第１号に

規定する職員に支給する初任給調整手当

の期間は 35年とし，その月額は採用の日

又は第４条第１号に規定する職員となっ

た日の属する月の翌月（これらの日が月

の初日であるときは，それらの日が属す

る月）以後の期間の区分に応じた別表第

１に掲げる額（育児短時間職員（規程第

６条に規定する育児短時間職員をいう。

以下同じ。）にあっては，その額に公立

大学法人神戸市看護大学職員の勤務時

間，休日，休暇等に関する規程（平成 31

年４月規程第 54号。以下「勤務時間等規

程」という。）第５条第２項第２号の規

定により定められたその者の勤務時間

（以下「当該育児短時間勤務職員の勤務

時間」という。）を勤務時間等規程第５

条第１項に規定する勤務時間（以下「正

規の勤務時間」という。）で除して得た

数を乗じて得た額とし，その額に１円未

満の端数があるときはその端数を切り捨

てた額）とする。 

２ 前項の場合において，大学を卒業した

日から採用の日又は第４条第１号に規定

する職員となった日までの期間が４年

（臨床研修を経た場合にあっては，６年）

を超えることとなる職員（学校教育法に

規定する大学院の博士課程の所定の単位

を修得し，かつ，博士課程の所定の期間

を経過した日から３年以内の職員を除

く。）に対する別表第１の適用は，採用

の日又は第４条第１号に規定する職員と

なった日からその超えることとなる期間

（１年に満たない期間があるときは，そ

の期間を１年として算定した期間）に相

当する期間，手当が支給されていたもの

とする。 

２ 前項の場合において，大学を卒業した

日から採用の日又は第４条第１号に規定

する職員となった日までの期間が４年

（臨床研修を経た場合にあっては，６年）

を超えることとなる職員（学校教育法に

規定する大学院の博士課程の所定の単位

を修得し，かつ，博士課程の所定の期間

を経過した日から３年以内の職員を除

く。）に対する別表第１の適用は，採用

の日又は第４条第１号に規定する職員と

なった日からその超えることとなる期間

（１年に満たない期間があるときは，そ

の期間を１年として算定した期間）に相

当する期間，手当が支給されていたもの

とする。 

３ 手当を支給されている職員が休職にさ

れた場合における当該職員に対する別表

第１の適用は，当該休職の期間（規程第

３ 手当を支給されている職員が休職にさ

れた場合における当該職員に対する別表

第１の適用は，当該休職の期間（規程第



（改正前） （改正後） 

26条第１項の規定に基づき給与の全額を

支給される休職の期間を除く。）を同表

の期間の区分の欄に掲げる期間に算入し

ない。 

26条第１項の規定に基づき給与の全額を

支給される休職の期間を除く。）を同表

の期間の区分の欄に掲げる期間に算入し

ない。 

４ 第２項に規定する職員のうち同項の規

定の適用により初任給調整手当の月額が

別表第１に掲げられていないこととなっ

た職員で特別の事情があると認められる

ものについて，当該職員に支給する初任

給調整手当の月額及び支給期間は，同項

の規定にかかわらず，理事長が別に定め

る。 

４ 第２項に規定する職員のうち同項の規

定の適用により初任給調整手当の月額が

別表第１に掲げられていないこととなっ

た職員で特別の事情があると認められる

ものについて，当該職員に支給する初任

給調整手当の月額及び支給期間は，同項

の規定にかかわらず，理事長が別に定め

る。 

５ 第３条第２項及び第４条第２号に規定

する職員に支給する手当の月額は，職員

の職務の級及び号給の区分に応じた別表

第２に掲げる額（育児短時間勤務職員に

あっては，その額に当該育児短時間勤務

職員の勤務時間を正規の勤務時間で除し

て得た数を乗じて得た額とし，その額に

１円未満の端数があるときはその端数を

切り捨てた額）とする。 

５ 第３条第２項及び第４条第２号に規定

する職員に支給する手当の月額は，職員

の職務の級及び号給の区分に応じた別表

第２に掲げる額（育児短時間勤務職員に

あっては，その額に当該育児短時間勤務

職員の勤務時間を正規の勤務時間で除し

て得た数を乗じて得た額とし，その額に

１円未満の端数があるときはその端数を

切り捨てた額）とする。 

第７条 第３条第１項又は第４条第１号に

規定する職員になった者（第５条に規定

する職員を除く。）のうち，これらの職

員になった日前に，初任給調整手当を支

給されていたことのある者で前条第１項

及び第２項の規定に基づく初任給調整手

当の支給期間に既に初任給調整手当を支

給されていた期間に相当する期間を加え

た期間が35年を超えることとなるものに

係る初任給調整手当の支給期間及び支給

額は，同項に規定する支給期間のうち，

その超えることとなる期間に相当する期

間，手当が支給されていたものとした場

合における期間及び額とする。 

第７条 第３条第１項又は第４条第１号に

規定する職員になった者（第５条に規定

する職員を除く。）のうち，これらの職

員になった日前に，初任給調整手当を支

給されていたことのある者で前条第１項

及び第２項の規定に基づく初任給調整手

当の支給期間に既に初任給調整手当を支

給されていた期間に相当する期間を加え

た期間が 35年を超えることとなるものに

係る初任給調整手当の支給期間及び支給

額は，同項に規定する支給期間のうち，

その超えることとなる期間に相当する期

間，手当が支給されていたものとした場

合における期間及び額とする。 

別表第１（第６条関係） 

 略 

別表第１（第６条関係） 

別表第２（第６条関係） 別表第２（第６条関係） 

 １級 ２級 ３級 支給額  削除 

 １～４

号給 

  
 

 

 ５～８

号給 

  
 

 

 ９～12

号給 

  
8,500円 

 

 13～16   8,500円  
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号給 

 17～20

号給 

  
8,500円 

 

 21～24

号給 

１～４

号給 

 
8,500円 

 

 25～28

号給 

５～８

号給 

 
8,500円 

 

 29～32

号給 

９～12

号給 

 
8,500円 

 

 33～36

号給 

13～16

号給 

 
8,500円 

 

 37～40

号給 

17～20

号給 

１～４

号給 
8,500円 

 

 41～44

号給 

21～24

号給 

５～８

号給 
8,500円 

 

 45～48

号給 

25～28

号給 

９～12

号給 
8,500円 

 

 49～52

号給 

29～32

号給 

13～16

号給 
7,900円 

 

 53～56

号給 

33～36

号給 

17～20

号給 
7,400円 

 

 57～60

号給 

37～40

号給 

21～24

号給 
6,900円 

 

 61～64

号給 

41～44

号給 

25～28

号給 
6,300円 

 

 65～68

号給 

45～48

号給 

29～32

号給 
5,800円 

 

 69～72

号給 

49～52

号給 

33～36

号給 
5,300円 

 

 73～76

号給 

53～56

号給 

37～40

号給 
4,700円 

 

 77～80

号給 

57～60

号給 

41～44

号給 
4,200円 

 

 81～84

号給 

61～64

号給 

45～48

号給 
3,700円 

 

 85～88

号給 

65～68

号給 

49～52

号給 
3,100円 

 

 89～92

号給 

69～72

号給 

53～56

号給 
2,600円 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この細則は、令和６年４月１日から施行する。 

 


